
どんな課題がありますか？

刑を終えて出所した人や執行猶予の判決を受けた人に対しては、本人に真摯
し

な更生意欲があり、被害者
心情に十分な理解を持っている場合でも、社会に根強い偏見や差別意識があることや、また、高齢化が進
行していることなどにより、就職や居住などの面で社会に受け入れられ難いといった問題が起きています。
その結果、再び罪を犯してしまうこともあります。
また、本人に対してだけでなく、その家族に対しても偏見や差別意識が働き、人権侵害が起きることさ

えあります。

どんな取組みが行われていますか？

� 更生保護法 〔2007制定〕
� 再犯防止推進法（再犯の防止等の推進に関する法律）〔2016〕
� 意識啓発の推進や刑を終えて出所した人等に対する支援活動の実施

熊本県再犯防止推進計画 〔2021策定〕
安全で安心して暮らせる社会を実現するため、国、市町村、民間の団体その他の関係者と緊密に連携

しながら、刑を終えて出所した人等の円滑な社会復帰を促進するための具体的な取組みを総合的かつ計
画的に推進しています。
熊本県地域生活定着支援センター
高齢または障がいを有するため福祉的な支援を必要とする矯正施設退所者の社会復帰及び地域生活へ

の定着を支援するとともに、矯正施設を退所後直ちに福祉サービス等（障がい者手帳の交付、社会福祉施
設への入所など）につなげるための準備を進めるなど、保護観察所と連携した支援に取り組んでいます。

わたしたちにできることは？

刑を終えて出所した人等が、社会の一員として生活できるよう、更生の意欲を理解し、偏見や差別をな

くしていくことが必要です。

罪を犯した人がその償いを終え、再出発しようとするときに、周囲の偏見や差別意識が、その道を閉
ざしてしまうのは大変悲しいことです。
刑を終えて出所した人等が円滑な生活を営むことができるようにするためには、本人の強い更生意欲

と併せて、家族、職場、地域社会など周囲の人々の理解と協力が欠かせません。

この他、急速な少子高齢化や地域とのつながりの希薄化等、社会経済状況の変化により、
ひとり親世帯や高齢者、心身に障がいや不安を抱えている人、様々な事情により貧困や差
別に苦しむ人やその家族、社会的な弱者等が雇用や教育の機会に恵まれず、社会から孤立
する状況も生じています。
今後、社会状況の変化等に伴い、新たに発生する人権問題についても、それぞれの状況

に応じて、人権教育・啓発の取組みを進めていく必要があります。

刑を終えて出所した人等の人権
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新たな人権課題等

世界人権宣言（抜粋）〔昭和23（1948）年12月 10日 第 3回国際連合総会採択〕

前文
人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と平等で譲ることのできない権利とを承認することは、世界におけ

る自由、正義及び平和の基礎であるので、
人権の無視及び軽侮が、人類の良心を踏みにじった野蛮行為をもたらし、言論及び信仰の自由が受けられ、

恐怖及び欠乏のない世界の到来が、一般の人々の最高の願望として宣言されたので、
人間が専制と圧迫とに対する最後の手段として反逆に訴えることがないようにするためには、法の支配によ

って人権を保護することが肝要であるので、
諸国間の友好関係の発展を促進することが、肝要であるので、
国際連合の諸国民は、国際連合憲章において、基本的人権、人間の尊厳及び価値並びに男女の同権についての信念

を再確認しつつ、かつ、一層大きな自由のうちで社会的進歩と生活水準の向上とを促進することを決意したので、
加盟国は、国際連合と協力して、人権及び基本的自由の普遍的な尊重及び遵守の促進を達成することを誓約したので、
これらの権利及び自由に対する共通の理解は、この誓約を完全にするためにもっとも重要であるので、
よって、ここに、国際連合総会は、
社会の各個人及び各機関が、この世界人権宣言を常に念頭に置きながら、加盟国自身の人民の間にも、また、

加盟国の管轄下にある地域の人民の間にも、これらの権利と自由との尊重を指導及び教育によって促進するこ
と並びにそれらの普遍的かつ効果的な承認と遵守とを国内的及び国際的な漸進的措置によって確保することに
努力するように、すべての人民とすべての国とが達成すべき共通の基準として、この世界人権宣言を公布する。

第1条 すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。人間は、
理性と良心とを授けられており、互いに同胞の精神をもって行動しなければならない。

第2条 すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治上その他の意見、国民的若しくは社会的出身、財
産、門地その他の地位又はこれに類するいかなる事由による差別をも受けることなく、この宣言に掲げるす
べての権利と自由とを享有することができる。（２略）

第3条 すべて人は、生命、自由及び身体の安全に対する権利を有する。

第6条 すべて人は、いかなる場所においても、法の下において、人として認められる権利を有する。

第 7 条 すべて人は、法の下において平等であり、また、いかなる差別もなしに法の下の平等な保護を受ける
権利を有する。すべての人は、この宣言に違反するいかなる差別に対しても、また、そのような差別をそそ
のかすいかなる行為に対しても、平等な保護を受ける権利を有する。

第 8 条 すべて人は、憲法又は法律によって与えられた基本的権利を侵害する行為に対し、権限を有する国内
裁判所による効果的な救済を受ける権利を有する。

第12条 何人も、自己の私事、家族、家庭若しくは通信に対して、ほしいままに干渉され、又は名誉及び信用
に対して攻撃を受けることはない。人はすべて、このような干渉又は攻撃に対して法の保
護を受ける権利を有する。

第13条 すべて人は、各国の境界内において自由に移転及び居住する権利を有する。（２略）

Ⅲ 人権に関する資料
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